
  

 

地産地消型再エネ・蓄エネ設備導入促進事業 

 
 

申請書類作成例 

〈都内設置（地域活性化につながる再エネ設備）〉 

  
 

 

Ｖｅｒ.1.0 

令和８年６月 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都地球温暖化防止活動推進センターとは   

「地球温暖化対策の推進に関する法律」第 38 条に規定され、地球温暖化防止活動の推

進を図ることを目的とする一般財団法人の中から一つを、都道府県知事が指定するもの

です。東京都においては、財団法人東京都環境整備公社（現公益財団法人東京都環境公

社）が平成 20 年２月４日に、東京都地球温暖化防止活動推進センターとしての指定を

受け、同年４月１日に活動を開始しました。 

（お問い合わせ先・申請書類提出先） 

公益財団法人東京都環境公社 

東京都地球温暖化防止活動推進センター（愛称：クール・ネット東京） 

〒１６３－０８１７   

東京都新宿区西新宿２－４－１ 新宿 NS ビル 17 階 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ：https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/chisan/ 

受付時間：月曜日～金曜日（祝祭日及び年末年始を除く） 

９時００分～１２時００分、１３時００分～１７時００分 

＜交付申請期間＞ 

令和９年３月 31 日まで 
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改訂履歴 

Ver.（更新年月日） 更新箇所 内容 

Ver.1.0（令和８年６月５日） ― 初版 
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１．申請書類作成例 
①誓約書（第２号様式）の例 
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②事業実施計画書（共通様式１（２．設備の概要、３．導入効果））の例 【太陽光発電の

場合】 
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(1)需要先の想定電力消費量と想定発電電力量 (月別、年間の消費量、発電量 )(kWh)
電力消費量(A)：既築の場合…直近3ヶ月分の根拠資料

（電気事業者発行の使用電力量が記載されている書類）
の電力使用量の値と突合できること
12か月分の電力消費量を記載すること

新築の場合…新築の施設で使用予定の機器一覧を作成し、
その機器の出力や使用予定時間から電力消費量を計算した資料の
電力消費量12カ月分の値と突合できること

発電電力量(B)：シミュレーションした発電電力量の値と突合できること

自動計算値反映100％以内の数値となっていること
※100％を超える場合は助成対象外
となります。

自動計算値が反映
※蓄電池容量の⁯Ńまでが
。助成対象となります％‫‫‭

ここの値を電子申請時に入力すること
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③事業実施計画書（共通様式１（４．建設工事現場における利用計画書））の例 【太陽光

発電の場合】 
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④助成対象事業経費算出書（共通様式２） 【太陽光発電の場合】 



国等補助併用の有無
を選択すること

枠内青：自動入力項目

枠内黄：手入力項目

枠内橙：選択項目
提出時に交付申請・計画変更・実績報告を選択すること企業要件にあわせて

太陽光3/4・2/3
を選択する。

発電容量は共通様式
1-2から自動入力

都助成率選択で
自動入力

企業要件にあわせて
3/4・2/3を選択

都助成率選択で
自動入力共通様式1-2

から自動入力

設計費
設備費
工事費
選択する

取得見積書と一致させること
※値引等も含め記載すること
※対象外経費についても
記載すること

発電設備
蓄電池
共通設備
選択する

取得見積書金額と
一致させること
※税抜であること

共通設備選択時は
発電容量لاシステム容量�と
蓄電池容量を記載すること。
※入力しない場合按分計算が
行われず、正しい助成金額
が計算されません。国等補助併用する場合

入力すること

対象外経費は
入力をしない

一式経費項目内の
対象外経費等を抜き
金額を記載すること
※税抜であること

一式経費内の
対象外経費は
抜いて記載

枠内青は全て正しく
自動計算されていること

取得見積書合計金額
と一致させること

助成率とŹ☺上限の
どちらか低い金額が
自動で計算されます。
※空欄や♯…� x∂ Eمと
なる場合は計算が
されていません。
記載例を参考に
入力漏れがないか
ご確認ください。

※自動計算枠がエラーと
なっていないか申請前に
ご確認ください。
正しく計算されないまま
交付決定された場合の
金額変更はできません。

①② ③

対象外経費：電力申請費

太陽光発電設備を
選択する。



⑤見積書の作成例［太陽光発電の場合］
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⑥領収書作成の例 【太陽光発電の場合】 

 

 

  

事業費の精算が確認できるよう、契約書、
請求書、領収書等を準備してください。 
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⑦システム系統図 

 【太陽光発電の場合】 

 

以下の内容を明確に記載・表現してください。 

 助成対象となる設備間の関係性や電気の流れが確認できるよう記載してください。 

 発電設備については、機器の能力（出力、容量、機器能力）を記載してください。 

 助成対象範囲と対象外範囲を明確に色分けし（例：助成対象範囲を赤色、助成対象範囲外を

黒色）、凡例等で示してください。 

 複数の設備（既設も含む）を記載する場合は、全体の配置が分かるようにしてください。 
 電力会社との責任分界点から、発電設備までの接続を確認できるよう記載してください。 

 発電設備が構内電気系統と接続する連系点を記入し、明確に分かるように色分け等してくださ

い。なお、連系点が複数ある場合には、全数記載してください。助成対象機器の名称の近傍

に、「事業実施計画書（共通様式１（２．設備の概要））」及び「助成対象事業経費算出

書（共通様式２）」に記載した見積明細番号、型式名を記載してください。 

 

  

見積明細番号１ 見積明細番号１

見積明細番号２ 見積明細番号２

見積明細番号３

受変電設備

助成対象設備

助成対象共通利
用設備の範囲

助成対象外設備

接続箱 接続箱
助成対象外共通
利用設備の範囲

逆電力継電器(RPR)
地絡過電圧継電器
(OVGR)

パワーコンディショナ
（○○kW）

ハイブリッド
パワーコンディショナ

（○○kW）
蓄電池

（〇〇ｋｗｈ）

データ
計測装置

表示装置

分電盤
零相電圧検出器

(ZPD)
負荷

太陽電池モジュール

（○○枚×○○○w）

太陽電池モジュール

（○○枚×○○○w）

見本 
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⑧単線結線図 

【太陽光発電の場合】 

 

※ 発電設備等を導入する場合に提出してください。 

以下の内容を明確に記載・表現してください。 

 助成対象となる発電設備等を確認できるよう作成してください。 

 助成対象範囲と対象外範囲を明確に色分けし（例：助成対象範囲を赤色、助成対象範囲外を

黒色）、凡例等で示してください。 

 複数の設備（既設も含む）を記載する場合は、全体の配置が分かるようにしてください。 

 電力会社との責任分界点から、発電設備までの接続を確認できるよう記載してください。 

 発電設備が構内電気系統と接続する連系点を記入し、明確に分かるように色分け等してくださ

い。なお、連系点が複数ある場合には、全数記載してください。 

 助成対象機器の名称の近傍に、「事業実施計画書（共通様式１（２．設備の概要））」及

び「助成対象事業経費算出書（共通様式２）」に記載した見積明細番号、型式名を記載

してください。 

逆電力継電器(RPR)

見積明細番号３

OVGR

分電盤

× × 発電設備連系点
　（漏電遮断器）

ELCB

P ←

表示装置

× × ×

見積明細
番号２

見積明細
番号２

パワーコン
ディショナ

ハイブリッドパ
ワーコンディ

ショナ
蓄電池

計測装置

×

接続箱 接続箱

太陽電池モジュール 太陽電池モジュール
見積明細番号１ 見積明細番号１

～

CH

CH

VCT
DS

PF

CB

|＞CT

Ｕ ＞

LBS

TR

LBS

TR

LBS

TR

助成対象設備

助成対象共通利
用設備の範囲

助成対象外設備

助成対象外共通
利用設備の範囲

見本 



【都内設置・民間事業者向け（地域活性化）】 

⑨機器配置図 

【太陽光発電の場合】 

 

 

以下の内容を明確に記載・表現してください。 

 導入設備と設置場所の寸法を記載した平面図を作成してください。 

 「事業実施計画書（共通様式１（２．設備の概要））」に記載した設備はすべて平

面図へ記載してください。 

 太陽光発電設備の場合は、太陽電池モジュールの角度・方位を付記してください。 

 助成対象範囲と対象外範囲を明確に色分けし（例：助成対象範囲を赤色、助成対象範囲

外を黒色）、凡例等で示してください。 

 複数の設備（既設も含む）を記載する場合は、全体の配置が分かるようにしてください。 

 助成対象機器の名称の近傍に、「事業実施計画書（共通様式１（２．設備の概

要））」及び「助成対象事業経費算出書（共通様式２）」に記載した見積明細番号、

型式名を記載してください。 

  

見本 

助成対象設備 助成対象外設備
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地産地消型再エネ・蓄エネ設備導入促進事業 

申請書類作成例 

〈都内設置（地域活性化につながる再エネ設備）〉 

Ver.1.0 

 

□発行・編集 令和８年６月 

公益財団法人東京都環境公社 

東京都地球温暖化防止活動推進センター 

（愛称：クール・ネット東京） 

〒163-081７ 

東京都新宿区西新宿２－４－１ 

新宿 NS ビル 1７階 


	１．申請書類作成例

